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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．第66期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 回次 
第66期

第１四半期連結 
累計期間 

第67期
第１四半期連結 

累計期間 
第66期

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日 

自平成23年４月１日
至平成23年６月30日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

売上高（千円）  2,424,770  2,482,679  10,026,976

経常利益（千円）  93,506  137,035  369,407

四半期（当期）純利益（千円）  59,272  48,428  222,032

四半期包括利益又は包括利益
（千円） 

 △19,313  16,892  146,400

純資産額（千円）  8,344,529  8,442,683  8,486,074

総資産額（千円）  12,154,768  12,205,185  12,553,040

１株当たり四半期（当期）純利益金
額（円）  7.38  6.03  27.63

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －

自己資本比率（％）  68.7  69.2  67.6

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。   
  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

 文中の将来に関する事項は、四半期報告書の提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  
（1）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」による甚大

な被害によりサプライチェーンの建て直しなど、影響が続く中、長期的な低迷が懸念される状況になっており極

めて厳しい状況で推移しております。 

 化学業界におきましては、前期より輸出や生産が回復基調にありましたが、円高の継続やデフレの進行、雇用

情勢も改善されておらず本格的な景況の回復には至っておりません。  

 このような経済環境下、当社グループは「グローバル・マナック」を目指して、国際市場へ新しいマーケット

の開拓とニーズの発掘に積極的に取組んでまいりました。  

 その結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は 百万円（前年同四半期比＋ 百万

円、 ％増）となり、営業利益は 百万円（前年同四半期比＋ 百万円、 ％増）、経常利益は 百万円

（前年同四半期比＋ 百万円、 ％増）、四半期純利益は 百万円（前年同四半期比△ 百万円、 ％減）

となりました。 

 各セグメントの業績は、次のとおりであります。 
  
①ファインケミカル事業 

 ファインケミカル事業については、半導体関係向けの電子材料や機能性材料の需要が前年とほぼ同水準で推移

し、また医薬関連製品は経済状況に左右されることなく堅調に推移いたしました。その結果、売上高は 百万

円（前年同四半期比△ 百万円、 ％減）、セグメント利益は 百万円（前年同四半期比△６百万円、 ％

減）となりました。 

②難燃剤事業 

 難燃剤事業については、家電製品やＩＴ関連製品のプラスチック分野に使用される材料が、前年を上回る需要

となり安定的に推移いたしました。その結果、売上高は 百万円（前年同四半期比＋ 百万円、 ％増）、セ

グメント利益は 百万円（前年同四半期比＋ 百万円、 ％増）となりました。 

③ヘルスサポート事業 

 ヘルスサポート事業については、人工透析剤として使用される原料は国内販売がほとんどを占める中、需要は

前年比微増にて推移いたしました。その結果、売上高は 百万円（前年同四半期比＋ 百万円、 ％増）、セ

グメント利益は 百万円（前年同四半期比＋４百万円、 ％増）となりました。 
  

（2）資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて 百万円減少し、 百万円となりま

した。これは主に、現金及び預金が減少したことによるものです。 

 負債は、前連結会計年度末に比べて 百万円減少し、 百万円となりました。これは主に、短期・長期借

入金が返済により減少したことによるものです。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べて 百万円減少し、 百万円となりました。これは、その他包括利益累

計額合計が、株式相場の低迷や円高の進行により減少したことによるものです。 
  
（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 
  

（4）研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2,482 57

2.4 111 37 51.5 137

43 46.6 48 10 18.3

1,269

82 6.1 160 4.0

878 88 11.2

101 24 32.1

334 52 18.5

41 13.4

347 12,205

304 3,762

43 8,442

99
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  23,200,000

計  23,200,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  8,625,000    8,625,000
東京証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

100株 

計  8,625,000    8,625,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成23年４月１日～ 

 平成23年６月30日  
 －  8,625,000  －  1,757,500  －  1,947,850

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      590,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   8,011,400       80,114 － 

単元未満株式 普通株式       23,400 － 
1単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数       8,625,000 － － 

総株主の議決権 －       80,114 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

マナック株式会社 
広島県福山市箕沖町

92番地 
 590,200  －  590,200  6.84

計 －  590,200  －  590,200  6.84

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

   当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 996,613 732,891

受取手形及び売掛金 3,053,015 2,946,804

有価証券 734,722 634,117

金銭の信託 1,450,000 1,550,000

商品及び製品 1,001,645 1,007,184

仕掛品 347,908 388,389

原材料及び貯蔵品 472,641 464,765

繰延税金資産 129,962 115,022

その他 112,652 100,029

貸倒引当金 △2,683 △2,559

流動資産合計 8,296,478 7,936,644

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,117,750 1,098,086

機械装置及び運搬具（純額） 555,234 546,576

土地 1,146,675 1,146,675

建設仮勘定 26,824 29,075

その他（純額） 113,599 124,560

有形固定資産合計 2,960,083 2,944,974

無形固定資産 4,755 4,434

投資その他の資産   

投資有価証券 873,213 902,858

関係会社長期貸付金 110,500 110,350

繰延税金資産 99,551 98,091

その他 209,058 208,432

貸倒引当金 △600 △600

投資その他の資産合計 1,291,723 1,319,132

固定資産合計 4,256,562 4,268,541

資産合計 12,553,040 12,205,185
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,199,184 1,233,712

短期借入金 1,303,264 1,001,338

未払法人税等 157,053 28,974

賞与引当金 125,042 72,538

その他 516,518 699,507

流動負債合計 3,301,063 3,036,071

固定負債   

長期借入金 291,013 258,326

退職給付引当金 246,954 －

役員退職慰労引当金 54,729 54,729

負ののれん 121,626 111,490

その他 51,579 301,885

固定負債合計 765,902 726,431

負債合計 4,066,966 3,762,502

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,757,500 1,757,500

資本剰余金 1,947,850 1,947,850

利益剰余金 5,114,901 5,103,070

自己株式 △243,513 △243,536

株主資本合計 8,576,738 8,564,883

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △27,135 △50,129

為替換算調整勘定 △63,527 △72,070

その他の包括利益累計額合計 △90,663 △122,200

純資産合計 8,486,074 8,442,683

負債純資産合計 12,553,040 12,205,185
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 2,424,770 2,482,679

売上原価 1,937,300 1,950,754

売上総利益 487,470 531,924

販売費及び一般管理費 413,792 420,267

営業利益 73,677 111,657

営業外収益   

受取利息 1,520 1,819

受取配当金 6,501 7,063

負ののれん償却額 10,135 10,135

受取ロイヤリティー 8,843 9,285

その他 7,533 5,293

営業外収益合計 34,534 33,598

営業外費用   

支払利息 7,824 6,376

為替差損 6,319 1,579

その他 560 262

営業外費用合計 14,705 8,219

経常利益 93,506 137,035

特別利益   

固定資産売却益 6 －

投資有価証券売却益 1,491 －

特別利益合計 1,497 －

特別損失   

固定資産除却損 1,003 694

投資有価証券評価損 － 301

退職給付制度終了損 － 50,396

特別損失合計 1,003 51,392

税金等調整前四半期純利益 94,000 85,643

法人税、住民税及び事業税 9,003 38,847

法人税等調整額 25,725 △1,633

法人税等合計 34,728 37,214

四半期純利益 59,272 48,428
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

四半期純利益 59,272 48,428

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △54,740 △22,993

為替換算調整勘定 △23,845 △8,542

その他の包括利益合計 △78,585 △31,536

四半期包括利益 △19,313 16,892

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △19,313 16,892

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（の

れんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

配当金支払額 

   

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更） 

  当社及び国内連結子会社である八幸通商株式会社は、従来、有形固定資産の減価償却の方法について定率法

（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しておりま

したが、当第１四半期連結会計期間から、すべての有形固定資産の減価償却方法について定額法に変更いたしま

した。 

  この変更は、平成21年４月に八幸通商株式会社の発行済全株式を取得し、同社と同社の100％出資子会社であ 

 る南京八幸薬業科技有限公司を連結の範囲に含めたことを契機に、グループ全体の減価償却方法の見直しの検討

を行ってきた結果、定額法が固定資産の使用実態により即しており、経営管理の精度を高め、当社の実態をより

適切に反映すると判断され、また、減価償却方法を変更するためのシステム対応も完了したことから行ったもの

であります。  

  なお、この変更による影響は軽微であります。 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しておりま

す。 

（退職給付引当金） 

  当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成23年７月１日より、現行の退職給付制度について、確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用して

おります。 

  本移行に伴う影響額は、特別損失として 千円計上されております。  50,396

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

減価償却費 千円 93,200 千円 67,787

負ののれんの償却額  10,135  10,135

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日

定時株主総会 
普通株式  40,175  5.0  平成22年３月31日  平成22年６月25日 利益剰余金 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

配当金支払額 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社管理部門に係る費用等であります。  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日

定時株主総会 
普通株式  60,260  7.5  平成23年３月31日  平成23年６月27日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

ファインケ
ミカル事業 

難燃剤事業
ヘルスサポ 
ート事業 

合計

売上高         

外部顧客への売上高  1,351,854  790,286  282,630  2,424,770

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  －  －  －

計  1,351,854  790,286  282,630  2,424,770

セグメント利益（営業利益）  167,460  77,144  36,183  280,788

  （単位：千円）

利益  金額 

報告セグメント計  

全社費用（注）  

  

  

280,788

△207,111

四半期連結損益計算書の営業利益    73,677

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

ファインケ
ミカル事業 

難燃剤事業
ヘルスサポ 
ート事業 

合計

売上高         

外部顧客への売上高  1,269,157  878,739  334,782  2,482,679

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  －  －  －

計  1,269,157  878,739  334,782  2,482,679

セグメント利益（営業利益）  160,713  101,880  41,027  303,620
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社管理部門に係る費用等であります。  

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  （単位：千円）

利益  金額 

報告セグメント計  

全社費用（注）  

  

  

303,620

△191,963

四半期連結損益計算書の営業利益    111,657

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 7 38 円 銭 6 3

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  59,272  48,428

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  59,272  48,428

普通株式の期中平均株式数（株）  8,035,173  8,034,754

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

      報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月11日

マナック株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 世良 敏昭   印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 家元 清文   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマナック株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マナック株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以 上 
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